
令和７年５月１６日

第１０回多様な大都市制度実現プロジェクト
概 要



１ 令和７年度のプロジェクトの進め方

▎目的

【担当市長】 福田 紀彦 川崎市長

【副担当市長】 山中 竹春 横浜市長 広沢 一郎 名古屋市長

【参加市長】 郡 和子 仙台市長 清水 勇人 さいたま市長

神谷 俊一 千葉市長 本村 賢太郎 相模原市長

難波 喬司 静岡市長 中野 祐介 浜松市長

久元 喜造 神戸市長 大森 雅夫 岡山市長

松井 一實 広島市長 大西 一史 熊本市長

多様な大都市制度実現に向けた国や政党、国会議員、各種団体等への働きかけなどの機運醸成の

手法や機運醸成のため必要な課題について議論を行い、具体的な活動を進めるとともに 、

次期地方制度調査会を見据え、 大都市制度のあり方等の諸課題に対する指定都市市長会としての

主張をタイムリーに発信する。

▎構成市長

1



１ 令和７年度のプロジェクトの進め方

▎進め方

 令和６年４月１日～令和８年３月31日

 その結果は市長会議において報告

（１）内容

 次期地方制度調査会の調査審議に大都市制度に関する内容を盛り込むための働きかけ

 多様な大都市制度の実現に向けた指定都市が一体となった取組

 効果の高い関係者に対する具体的な働きかけ

（２）進め方

 担当市長、副担当市長からなる幹事会を適宜開催

 取組内容等に応じた関係市長等による柔軟な戦略調整を実施

 構成市への書面協議等を適宜実施

 事務レベルの協議は、作業部会（課長級）を開催して調整

▎調査・研究期間等
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２ 前回プロジェクト会議以降の主な取組状況

１ 次期地方制度調査会における調査審議に関する要請活動

２ 提言（素案）※の説明

３ プロジェクトの取組等を効果的に発信（自治日報への掲載）

４ 提言（素案） ※に関する経済同友会「地域共創委員会」との意見交換

５ 総務省ワーキンググループのヒアリングへの対応

６ 指定都市市長会シンポジウムの開催

国

国

国・自治体関係者

経済界

国・学識者

自治体関係者・一般

主な関係者項目

※提言（素案）：人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言（素案） 3



２ 前回プロジェクト会議以降の主な取組状況

▎次期地方制度調査会における調査審議に関する指定都市市長会要請（令和6年11月19日）

▎人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言（素案）（令和6年11月19日）

 要請先 ： 総務省

 提出者 ： 久元 喜造 神戸市長（指定都市市長会会長）

福田 紀彦 川崎市長（多様な大都市制度実現プロジェクト 担当市長）

 面談者 ： 村上 誠一郎 総務大臣

【要請のポイント】

 我が国を取り巻く危機的な状況と将来をしっかりと見据え、指定都市の果たす役割や大都市制度のあり方について、
次期地方制度調査会において、調査審議を行い、特別市の法制化に向けた議論を加速すること

 次期地方制度調査会に向けた検討を進める際には、研究会の設置などにより、現場の実情を知る指定都市に対して、
あらかじめ意見聴取を行うこと

【説明のポイント】

 道府県、市町村の役割分担を含む地方行政体制の整備を行うとともに、
長年にわたり変わらない我が国の地方自治制度のあり方を抜本的に見直すことが必要

 持続可能な社会や我が国全体の成長に繋がる地方自治制度の再構築を図る仕組みの一つとして
新たな大都市制度である「特別市」の早期法制化を提案

※ 提出者、面談者等は同上

総務省は、令和６年１２月に「大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ」を設置し、
令和７年１月に指定都市市長会に対し、特別市制度等についてヒアリングを実施
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２ 前回プロジェクト会議以降の主な取組状況

 媒体名 ： 自治日報

 発行月日 ： 令和６年１２月９日号

 掲載欄 ： 自治欄

 面数 ： １面

 内容 ： 「多様な大都市制度実現プロジェクト」の取組紹介と、

「人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の

早期実現に関する提言（素案）」の内容等を寄稿

▎プロジェクトの取組等について効果的に発信
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２ 前回プロジェクト会議以降の主な取組状況

▎経済同友会「地域共創委員会」正副委員長会議での意見交換
 日時 ： 令和７年１月９日（火） 15:30～17:00

 場所 ： グランドアーク半蔵門

 対面参加 ： 久元神戸市長、広沢名古屋市長、福田川崎市長

 オンライン参加 ： 本村相模原市長、松井広島市長

 意見交換の内容 ： 経済同友会地域共創委員会報告書「地方創生の加速に向けて- 近隣地連携・遠隔地連携のさらなる推進を - 」と

指定都市市長会「人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言（素案）」を

用いて、問題意識の共有と、自治体間連携の必要性や大都市が担うべき役割等について意見交換
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２ 前回プロジェクト会議以降の主な取組状況

▎指定都市市長会シンポジウム in 川崎
 テーマ ： 地方からの革新と挑戦 －多極分散型の成長で切り拓く日本の未来－

 日時 ： 令和７年２月２０日（木） 18:00～20:00

 場所 ： 川崎市コンベンションホール ホールＡ・Ｂ

 登壇者 ： 久元 神戸市長、熊谷 千葉県知事、鈴木 静岡県知事、福田 川崎市長

【発表】時代の変化に対応した自治体経営のあり方

【パネルディスカッション】我が国の危機意識を踏まえて、今求められること

※ 当日の映像を川崎市ホームページで公開中 URL：https://youtu.be/KoTfhz5ZXqQ

▎指定都市市長会シンポジウム in 横浜
 テーマ ： 横浜の未来を考える指定都市市長会シンポジウム －新たな大都市制度について－

 日時 ： 令和７年３月８日（土） 14:00～16:00

 場所 ： 戸塚区民文化センター さくらプラザ ホール

 登壇者 ： 山中 横浜市長、古川 総務大臣政務官、 辻 一橋大学大学院法学研究科教授
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人口減少下において、地域の担い手を含めた資源の不足や偏在が深刻化する中で、自治体の行財政のあり方を

持続可能なものにしていくため、具体的な課題の整理及び対応の方策について幅広く議論するための研究会

大都市に特有の行政課題に対応する観点から、大都市に関する制度や大都市圏域での取組に関し

具体的な課題の整理及び対応の方策について幅広く議論を行うためのワーキンググループ

大都市における行政課題への対応に関するワーキンググループ

令和６年11月設置

令和６年12月設置

３ 総務省ワーキンググループへの対応

▎総務省ワーキンググループの概要
持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会

【有識者 11名】
太田匡彦 東京大学大学院法学政治学研究科教授（座長） 野口貴公美 一橋大学副学長・大学院法学研究科教授

伊藤正次 東京都立大学大学院法学政治学研究科教授 野澤千絵 明治大学政治経済学部教授

川嶋三恵子 読売新聞東京本社編集局教育部長 福岡安都子 東京大学大学院総合文化研究科教授

北島周作 東京大学大学院法学政治学研究科教授 待鳥聡史 京都大学大学院法学研究科教授

久木元美琴 京都大学大学院人間・環境学研究科准教授 村上裕一 北海道大学大学院公共政策学連携研究部・法学部教授

関口智 立教大学経済学部教授 ※ 指定都市市長会はオブザーバーとして参加
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 開催状況

３ 総務省ワーキンググループへの対応

◎ 第１回（令和６年12月16日開催）

事務局説明（現行制度、アンケート調査結果、諸外国の例 等）

◎ 第２回（令和７年１月28日開催）

ヒアリング①：指定都市制度、「特別市」制度について

◎ 第３回（令和７年２月18日開催）

ヒアリング②：都区制度、大阪府の取組について

◎ 第４回（令和７年３月２１日開催）

ヒアリング③：広域的な課題への対応について

◎ 第５回～（令和７年４月２５日開催～）

論点整理に向けた議論 ⇒ 夏頃（予定）にとりまとめ

 今後の進め方の予定

▎総務省ワーキンググループのスケジュール（予定）
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４ 令和７年度の取組の考え方

総務省に「持続可能な地方行財政のあり方に関する研究会」や「大都市における行政課題への対応に関する

ワーキンググループ」が設置され、特にワーキンググループにおいて、大都市に関する制度や大都市圏域での

取組について、議論が行われているという状況を踏まえ、研究会やワーキンググループの動向を注視しながら、

指定都市市長会として迅速かつ的確な対応を図る。

▎国の動向を踏まえた迅速・的確な対応

上記を踏まえながら、指定都市が果たす役割や大都市制度のあり方について、次期地方制度調査会において

調査審議が行われ、「特別市」制度の創設を含む地方自治制度の抜本的改革に繋がるよう、指定都市市長会

としての主張をタイムリーに発信する。

日本全体の危機的状況を踏まえた大都市の役割の重要性や、特別市制度の創設を含む多様な大都市制度の

必要性について、国や国会議員、経済界なども含め、多くの関係者に理解いただくための取組を進め、我が国が

一体となった大都市制度改革の議論の加速に繋げる。

▎次期地方制度調査会に対する発信

▎大都市制度改革の機運醸成
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５ 令和７年度の具体的な取組内容

▎取組内容１ 人口減少時代を見据えた提言の策定と提言活動の実施
 関係団体との意見交換等を踏まえた提言の策定

 提言を活用した国や国会議員、経済界等への提言活動の実施

 国の研究会やワーキンググループの動向を踏まえた次期地方制度調査会に向けた要請活動の実施

 地方制度調査会の調査審議に応じた指定都市市長会の主張のタイムリーな発信と的確な対応

 これまでの議論を踏まえた「特別市に関する考え方の追加説明資料（素案）」の精査

 国やプロジェクト等での最新議論を踏まえた地方自治法改正案の提示

 ４年間の活動を総括したプロジェクト最終報告のとりまとめ

 プロジェクト期間（R8.3）終了後の取組の方向性のとりまとめ

 指定都市が一体となった機運醸成の取組の実施
（重点取組期間 ①【国等への要請】令和７年６月～９月、②【広報】令和７年11月～令和８年３月）

▎取組内容２ 次期地方制度調査会の動向に応じた的確な対応

▎取組内容３ 特別市の制度論の深化と法案の作成・提示

▎取組内容４ プロジェクト最終報告とプロジェクト終了後の方向性のとりまとめ

▎取組内容５ 全国的な機運醸成の取組推進
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６ 「人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言」策定に向けた今後の予定等

▎今後の予定
 提言（素案）を用いて関係者との意見交換を継続的に実施する。

 「指定都市を応援する国会議員の会」との意見交換（本日開催）

 「全国市議会議長会指定都市協議会」への確認（調整中）

 その他関係団体等と意見交換の機会創出に向け調整

 次回７月のプロジェクト会議において、提言（案）を最終確認し、同日の指定都市市長会議において、

提言策定を目指す。

▎提言を策定する上での主な視点（提言（素案）から提言へ）

 国の研究会やワーキンググループ等における最新議論や情報を踏まえたものとする。

 関係者との意見交換により得られた意見等を踏まえたものとする。

 その他指定都市市長会での議論等を踏まえた必要な文言等の追加・修正を行う。
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７ 今後の全体スケジュール等
▎次回（７月）のプロジェクトの予定内容

 次期地方制度調査会に向けた要請文（案）確認（ ※ ）

 人口減少時代を見据えた多様な大都市制度の早期実現に関する提言（案）確認
 特別市に関する考え方の追加説明資料（素案）の精査
 最新の議論を踏まえた地方自治法改正案の議論 ※ 国等の動向によっては、次回プロジェクトによらず要請文をとりまとめ、要請活動を実施

R７.5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月～

国等の動向

プロジェクト

機運醸成

その他

● 研究会、ＷＧまとめ

提言策定に向けた

関係者との意見交換

次期地方制度調査会の動向を注視

提言・要請活動

（提言・要請文）

● プロジェクト会議 国等の動向への対応

● 参議院選挙

研究会、ＷＧ

● プロジェクト会議
◎提言策定

◎要請文とりまとめ

提言・要請活動

（最終報告など）

・特別市の考え方（制度論）の精査

・地方自治法改正案の議論

◎最終報告とりまとめ

・特別市の考え方（制度論）とりまとめ

・地方自治法改正案とりまとめ
意見交換等

重点取組期間①

（指定都市が一体となった国への要請等）

重点取組期間②

（指定都市が一体となった広報活動等）

・今後の取組の方向性まとめ

● プロジェクト会議

時期は予定であり、社会動向や今後の調整等により、随時見直しや変更を行う
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